西郷村農業委員会農地改良(客土等)届取扱要綱　　

（農地改良の趣旨）

第1条 この要綱の農地改良とは、農地耕作者、所有者自ら施行するもので農地の現況を客土

等して利用度を高め、農地の保全と農地の有効利用等を図ることをいう。

２　農地改良が「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「採石法」、「砂利採取法」等の他法令

等の対象とするものを除くものとする。

（農地改良の要件等）

第2条 農地改良を施行する場合の要件等は、次のとおりとする。

（１）施行面積は、1,000平方メートル未満とする。ただし、農地の現況からこれにより難

い場合には、１区画または１筆とすることができる。

（２）施行の客土高は、現況農地より１メートル未満とし、周囲の低い道路面より30

センチメートル以内とする。ただし、傾斜地等で高低差がある場合は、客土等造成レベ

ルから隣接地の最低部までの高低差が２メートル未満とすること。この場合の客土高は、

周囲の基準とする道路面より30センチメートル以内とする。

（３）工事の期間は、３箇月以内とする。ただし、この期間に因りがたい場合又は期間を延

長したい場合には３箇月を限度として延長することができる。

（４）客土等の土質は、耕作に適した良質土とする。ただし、耕作に適した良質土の確保が

困難な場合には、作物にあった有効土層の確保に努めるものとし、最低でも耕作に適し

良質土の作土厚を田の場合15センチメートル以上、畑の場合25センチメートル以上、

採草放牧地の場合15センチメートル以上を確保しなければならない。

（手続）

第3条 農地改良を施行しようとする者は、村農業委員会会長（以下「会長」という。）に「農

地改良(客土等)届」（以下「農地改良届」という。様式第１号）を２部提出し総会の承認を得

なければならない。

２　農地改良届には、地区農業委員の認証を受けなければならない。この認証を受ける場合に

は現地調査を行い「農地改良行為確認書（計画）」（様式第２号）により相互確認を行うもの

とする。

３　農地改良届には次の書類を添付すること。

（１）改良区域位置図

（２）改良区域図（公図の写し又は課税資料の地籍図）

（３）土地登記簿謄本又は固定資産課税明細書若しくは土地台帳

（４）公共施設及び水利権者の同意書

（５）工事計画書（様式第３号）

（６）農地改良行為確認書（計画）
（７）現況写真（別方向からそれぞれ1枚ずつ、計2枚を添付）

（８）その他必要と認める書類

４　第１項の規定による総会の結果は、「農地改良（客土等）届承認（不承認）通知書」（様式

第４号）により通知するものとする。

（改良農地の境界、標示）

第4条 農地改良を施行する農地については、施行しようとする者が事前に相互立ち会い等を

行い境界を明示すること。

（改良農地の監視、指導）

第5条 農地改良届が提出された場合、地区担当農業委員は現地調査を行うものとする。

２　地区担当農業委員は、工事完了するまで監視、指導を行うものとする。この場合において、

地区担当農業委員が必要と認めた場合には、事務局等に協力を求めることができる。

３　農地改良届のとおり実施していない場合には、是正指導を行うものとする。この指導には

地区担当農業委員等が立ち会うものとする。

４　前項の是正指導に従わない場合には、最終の通告をしてから広報等で公表することができ

るものとする。

５　是正指導にも従わず農地改良行為でないものについては、農地法違反として取り扱い「違

反転用事案報告書」を速やかに県に提出するものとする。

（責任義務）

第6条 農地改良の施行により付近の農地、農作物、道水路その他のものに対し損害又は被害

を与えた場合は、農地改良届出人及び農地改良届に記載された損害及び被害の復旧補償責任

者が復旧又は補償の責にあたるものとする。

（他法令等の手続き）

第7条 農地改良届に基づく工事を施工する場合は、他の法令等の手続を要するものはその手

続を全て完了し、農業委員会の承認を受けた後に工事に着手するものとする。

（報告）

第8条 農地改良施行者は工事が完了した場合は、会長に「農地改良(客土等)完了報告者」（様

式第５号）を工事完了後14日以内に２部提出しなければならない。

２　農地改良完了報告書には地区農業委員の認証を受けなければならない。この認証を受ける

場合には現地調査を行い「農地改良行為確認書（完了）」（様式第６号）により相互確認を行

うものとする。

３　前項の農地改良行為確認書（完了）は、農地改良(客土等)完了報告書に添付するものとす

る。

（農地改良施行後の土地利用）

第9条 農地改良施行後の土地利用は、原則として完了から３年以上農地として有効に利用し

なければならない。

（農地改良届の変更）

第10条　提出された農地改良届に変更が生ずる場合には、事前にその変更の協議を行わなけ

ればならない。

２　前項の変更は会長に一任する。ただし、その変更が重大であると会長が必要と認めた場合

は、再度総会にかけることができる。

（疑義等）

第11条　この要綱に定めるもののほか疑義等が生じた場合には会長がその都度定めるもの

とする。

附　則

　この要綱は令和６年４月１日から施行する。

